
大分市地域の居場所づくり推進事業補助金交付要綱を次のように定める。 

  令和６年 ４月 １日 

大分市長 足 立 信 也    

 

大分市地域の居場所づくり推進事業補助金交付要綱 

大分市地域多世代ふれあい交流事業補助金交付要綱（平成２９年６月６日施行）の

全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、生活困窮者をはじめ、属性や世代の垣根を超えた地域の様々な

人と気軽に関わることができる食事の提供等を通した居場所（以下「地域食堂」と

いう。）の提供を推進するため交付する大分市地域の居場所づくり推進事業補助金

（以下「補助金」という。）に関し、大分市補助金等交付規則（昭和４９年大分市規

則第５６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

（補助対象事業） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲

げるものとする。 

⑴ 地域食堂開設事業（食事の提供及びボランティア活動等を行う地域食堂を新た

に開設する事業をいう。以下同じ。） 

⑵ 地域食堂運営事業（食事の提供及びボランティア活動等を行う地域食堂を運営



する事業をいう。以下同じ。） 

２ 補助対象事業は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

⑴ 市内で実施されるものであること。 

⑵ 利用者から、参加料又は材料費等の実費相当額を徴収すること。 

⑶ 年間を通じて計画的に運営するとともに、地域食堂における食事の提供及び

交流活動をそれぞれおおむね月２回以上実施すること。 

⑷ 地域等への適切な周知がされ、地域に開かれた運営が行われていること。 

⑸ 実施団体の関係者等特定の者のみ参加する運営を行わないこと。 

⑹ 生活の支援が必要な者を発見した場合は、生活困窮者自立支援機関をはじめと

した適切な関係機関（以下「支援機関等」という。）に結びつけるよう努めること。 

⑺ １年以上継続して実施する見込みがあること。 

⑻ 既に開始し、又は補助金の交付の申請を行う年度内に開始する予定であること。 

⑼ 同一の団体が同一の場所において、過去に地域食堂開設事業に係る補助金の交

付を受けていないこと。 

⑽ 補助対象事業に関し、国、地方公共団体等から補助金等の財政的援助（市長が

特に認めるものを除く。）を受ける場合は、事前に市長と協議すること。 

⑾ 営利活動、宗教的活動及び政治的活動を行うものでないこと。 

⑿ 食事の提供を行う場合は、大分市保健所の指導に基づいた衛生管理が行われる

こと。 

⒀ 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）が調理し、食事の



提供を行う場合は、食品衛生責任者を置くこと。 

⒁ 設備、周囲の環境、運営時間等に配慮し、利用者及び補助対象事業従事者の傷

害保険に加入するなど、安全確保に努めること。 

⒂ 補助対象事業を行う上で知り得た個人情報を第三者に漏らさない措置が講じ

られていること（必要に応じて支援機関等に情報提供をする場合等を除く。）。 

 （補助対象者） 

第３条 補助対象者は、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、自治会、ボランティア団体その

他の営利を目的としない団体であって、次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

⑴ 前条の趣旨に賛同し、生活困窮者支援の取組の一翼を担う意思及び意欲を持っ

ていること。 

⑵ 会則、規約、定款等団体の組織及び運営に関する事項の定めを有していること。 

⑶ 公の秩序を乱し、又は善良な風俗に反する活動をする団体でないこと。 

⑷ 宗教的活動又は政治的活動を目的とした団体でないこと。 

⑸ 法令等に違反する活動をしていないこと。 

⑹ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に規

定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する団体でないこと。 

 （補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金

の額は、別表に定めるとおりとする。この場合において、寄附金その他の収入があ



る場合における補助金の額は、補助対象経費の額から当該収入を減じて得た額とす

る。 

２ 補助金は、予算の範囲内で交付する。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、大分市地

域の居場所づくり推進事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添

えて、市長に提出しなければならない。 

⑴ 事業計画書 

⑵ 会則、規約、定款等及び構成員名簿の写し 

⑶ 収支予算書 

⑷ 誓約書 

⑸ その他市長が必要と認める書類 

２ 申請者は、当該補助金に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）

に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税等に相当する額のうち、消費

税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除で

きる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する

地方消費税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下

「消費税等仕入控除税額」という。）がある場合は、これを減額して申請しなければ

ならない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明ら

かでない場合は、この限りでない。 



（交付の決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当で

あると認めたときは、補助金の交付の決定をし、大分市地域の居場所づくり推進事

業補助金交付決定通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。こ

の場合において、市長は、必要な条件を付すことができる。 

（概算による交付） 

第７条 市長は、補助金の交付の決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の円

滑な遂行を確保するため、補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」と

いう。）からの求めにより、補助事業の完了前に補助金の全部又は一部を概算で交付

することができる。 

２ 前項の規定により概算による交付を受けようとする者は、大分市地域の居場所づ

くり推進事業補助金概算交付申請書（様式第３号）を市長に提出しなければならな

い。 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当である

と認めたときは、補助金の概算による交付を決定し、大分市地域の居場所づくり推

進事業補助金概算交付通知書（様式第４号）により、補助事業者に通知するものと

する。 

（変更の申請等） 

第８条 補助事業者は、補助事業の内容又は補助事業に要する予算を変更しようとす

るときは、大分市地域の居場所づくり推進事業補助金補助事業変更承認申請書（様



式第５号）に関係書類を添えて市長に提出し、その承認を受けなければならない。

ただし、補助事業に要する予算の変更（補助金の額に変更を及ぼさない変更に限る。）

のうち、補助対象経費の２０パーセント以内の増減については、この限りでない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当である

と認めたときは、その変更を承認し、大分市地域の居場所づくり推進事業補助金変

更承認通知書（様式第６号）により、補助事業者に通知するものとする。この場合

において、市長は、必要な条件を付すことができる。 

（事業の中止等） 

第９条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじ

め大分市地域の居場所づくり推進事業補助金中止・廃止届出書（様式第７号）を市

長に提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助事業の中止の届出を行った後、補助事業を再開しようとする

ときは、大分市地域の居場所づくり推進事業補助金再開届出書（様式第８号）に関

係書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、補助事業が完了した日の翌日

から起算して２週間を経過する日又は第６条の規定による補助金の交付の決定の

日の属する年度の末日のいずれか早い日までに大分市地域の居場所づくり推進事

業補助金実績報告書（様式第９号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけ

ればならない。 



 ⑴ 活動報告書 

 ⑵ 収支決算書 

 ⑶ その他市長が必要と認める書類 

２ 第５条第２項ただし書の規定により補助金の交付の申請をした補助事業者は、前

項の規定により実績報告書を提出するに当たり、当該補助金に係る消費税等仕入控

除税額が明らかになったときは、これを補助金の額から減額して報告しなければな

らない。 

（補助金の額の確定） 

第１１条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出があったときは、その内容を

審査し、適当であると認めたときは、補助金の額を確定し、大分市地域の居場所づ

くり推進事業補助金額確定通知書（様式第１０号）により、補助事業者に通知する

ものとする。 

（請求） 

第１２条 補助事業者は、補助金の交付を請求しようとするときは、大分市地域の居

場所づくり推進事業補助金交付請求書（様式第１１号）を市長に提出しなければな

らない。 

（交付決定の取消し等） 

第１３条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交

付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場合において、当該取消し

の部分について、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を求



めるものとする。 

⑴ 補助金を他の用途に使用したとき。 

⑵ 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

⑶ 法令、規則又はこの要綱及び市長の指示に違反したとき。 

⑷ 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

２ 第５条第２項ただし書の規定により補助金の交付の申請をした補助事業者は、第

１１条の規定による補助金の額の確定通知を受けた後に消費税等の申告により当

該補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定したときは、その金額（第１０条第２

項の規定により減額の報告をした場合は、その減じた額を上回る部分の額）を大分

市地域の居場所づくり推進事業補助金に係る消費税等仕入控除税額確定報告書（様

式第１２号）により速やかに市長に報告するとともに、当該金額を返還しなければ

ならない。 

（関係書類の保存） 

第１４条 補助事業者は、補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類及び帳簿を、

補助事業が完了した年度の翌年度の初日から起算して１０年（地域食堂運営事業に

あっては、５年）を経過するまでの間保存しなければならない。 

（調査又は報告） 

第１５条 市長は、補助事業者に対して、運営状況を調査し、又は前条の書類を閲覧

し、提出させ、若しくは報告を求めることができる。 

（補則） 



第１６条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に改正前の大分市地域多世代ふれあい交流事業補助金交

付要綱第７条の規定による交付の決定を受けた者に係る同要綱の規定の適用につ

いては、なお従前の例による。 



別表（第４条関係） 

補助対象事業 補助対象経費 補助金の額 

地域食堂開設事業 修繕費（地域食堂の新規開

設に必要な設備の改修に係

る費用に限る。）、使用料・

賃借料、備品購入費、消耗

品費、負担金、印刷製本費

及び保険料 

補助対象経費の額とし、

２０万円を限度とする。 

地域食堂運営事業 使用料・賃借料、消耗品費、

負担金、印刷製本費、光熱水

費、通信運搬費、食材費、報

償費、交通費及び保険料 

補助対象経費の額とし、

開催１回につき３万円を

限度とし、月６万円を限

度とする。 

 

 

                                    

 



様式第１号（第５条関係） 

 

   年  月  日 

 

大分市地域の居場所づくり推進事業補助金交付申請書 

 

  

大分市長        殿 

 

 所在地 

名 称           

                      代表者氏名        ㊞ 

電話番号             

 

 

 大分市地域の居場所づくり推進事業補助金の交付を受けたいので、大分市地域の居

場所づくり推進事業補助金交付要綱第５条第１項の規定により、次のとおり補助金の

交付を申請します。 

 

 

１ 補助対象事業の区分  開設事業  ・  運営事業 

 

 

２ 補助対象事業の目的及び内容 

 

 

３ 交付を受けようとする補助金の額                 円 

（内、開設費              円）  

（内、運営費              円）  

 

４ 補助対象事業の完了予定年月日        年  月  日 

 

 

５ 添付書類 

 



様式第２号（第６条関係） 

 

 第     号 

 年  月  日 

 

大分市地域の居場所づくり推進事業補助金交付決定通知書 

 

         殿 

 

大分市長          印 

 

 

 

  年  月  日付けで申請のあった大分市地域の居場所づくり推進事業

補助金については、次のとおり交付することに決定したので、大分市地域の居場所づ

くり推進事業補助金交付要綱第６条の規定により通知します。 

 

 

１ 補助対象事業の区分  開設事業  ・  運営事業 

 

２ 補助対象経費                円 

 

３ 交付決定額                 円 

（内、開設費          円）  

（内、運営費          円） 

 

４ 補助の条件



様式第３号（第７条関係） 

  年  月  日 

 

  大分市地域の居場所づくり推進事業補助金概算交付申請書 

 

 大分市長        殿 

 所在地 

名 称           

                      代表者氏名        ㊞ 

電話番号             

 

  年  月  日付け  第    号で交付の決定を受けた大分市地域

の居場所づくり推進事業補助金について、概算による交付を受けたいので、大分市地

域の居場所づくり推進事業補助金交付要綱第７条第２項の規定により、次のとおり申

請します。 

 

１ 補助対象事業の区分  開設事業  ・  運営事業 

 

２ 補助金交付申請額           円 

（内、開設費          円）  

（内、運営費          円） 

  交 付 決 定 額         円 

（内、開設費          円）  

（内、運営費          円） 

     概算払受領済額         円 

（内、開設費          円）  

（内、運営費          円） 

     残     額         円 

 

 

３ 概算交付申請額 

今 回 申 請 額         円 

（内、開設費          円）  

（内、運営費          円） 

 

 

４ 概算交付を必要とする理由 

 

 



様式第４号（第７条関係） 

 

       第      号 

   年   月   日 

 

 

 

大分市地域の居場所づくり推進事業補助金概算交付通知書 

 

 

  殿 

 

大分市長         印 

 

 

  年  月  日付け   第    号で交付の決定をした大分市地域

の居場所づくり推進事業補助金について、概算により交付することを決定したので、

大分市地域の居場所づくり推進事業補助金交付要綱第７条第３項の規定により、次の

とおり通知します。 

 

 

 

１ 補助事業の名称  大分市地域の居場所づくり推進事業 

 

 

 

２ 補助金交付決定額           円 

（内、開設費          円）  

（内、運営費          円） 

 

 

３ 補助金の概算交付額          円 

（内、開設費          円）  

（内、運営費          円） 

 



様式第５号（第８条関係） 

  年  月  日 

 

大分市地域の居場所づくり推進事業補助金補助事業変更承認申請書 

 

  

大分市長    殿 

 

 所在地 

名 称           

                      代表者氏名        ㊞ 

 電話番号             

 

 

      年  月  日付け   第   号で交付の決定を受けた大分市地

域の居場所づくり推進事業補助金に係る事業について変更をしたいので、大分市地域

の居場所づくり推進事業補助金交付要綱第８条第１項の規定により、次のとおり申請

します。 

 

１ 補助対象事業の区分  開設事業  ・  運営事業 

 

２ 変更の内容 

 

３ 変更の理由 

 

４ 補助対象経費    変更前               円 

（内、開設費               円）  

（内、運営費               円） 

変更後               円 

（内、開設費               円）  

（内、運営費               円） 

 

５ 補助金交付申請額  変更前               円 

（内、開設費               円）  

（内、運営費               円） 

             変更後               円 

（内、開設費               円）  

（内、運営費               円） 

 

６ 添付書類 



様式第６号（第８条関係） 

 第     号 

 年  月  日 

 

 

大分市地域の居場所づくり推進事業補助金変更承認通知書 

 

 

          殿 

 

大分市長          印 

 

 

     年  月  日付けで申請のあった大分市地域の居場所づくり推進事業

補助金に係る変更については、次のとおり承認したので、大分市地域の居場所づくり

推進事業補助金交付要綱第８条第２項の規定により通知します。 

 

 

 １ 補助対象事業の区分  開設事業  ・  運営事業  

 

 ２ 交付決定年月日及び通知書番号          年  月  日 

                           第     号 

 

 ３ 変更後の補助対象経費                  円 

（内、開設費               円）  

（内、運営費               円） 

 

４ 変更後の補助金交付決定額                円 

（内、開設費               円）  

（内、運営費               円） 

 

５ 補助の条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第７号（第９条関係） 

 

   年  月  日 

 

大分市地域の居場所づくり推進事業補助金中止・廃止届出書 

 

  

大分市長       殿 

 

  所在地 

名 称           

                      代表者氏名        ㊞ 

電話番号             

 

 

   年  月  日付け  第   号  により交付の決定を受けた大分市地域

の居場所づくり推進事業補助金に係る事業について、事業内容の中止・廃止をしたい

ので、大分市地域の居場所づくり推進事業補助金交付要綱第９条第１項の規定により、

次のとおり届け出ます。 

 

 

 

１ 補助対象事業の区分   開設事業  ・  運営事業 

 

 

２ 届出の内容        中止   ・   廃止 

 

 

３ 中止又は廃止の理由 

 

 

４ 中止又は廃止年月日          年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第８号（第９条関係） 

 

   年  月  日 

 

大分市地域の居場所づくり推進事業補助金再開届出書 

 

  

大分市長       殿 

 

  所在地 

名 称           

                      代表者氏名        ㊞ 

電話番号             

 

 

   年  月  日付け  第   号  により交付の決定を受けた大分市地域

の居場所づくり推進事業補助金に係る事業について、事業を再開したいので、大分市

地域の居場所づくり推進事業補助金交付要綱第９条第２項の規定により、次のとおり

届け出ます。 

 

 

１ 再開の理由 

 

 

２ 中止の時期・中止の期間・再開の時期 

 

⑴ 中止の時期      年  月  日 

 

⑵ 中止の期間      年  月  日 から   年  月  日 まで  

 

⑶ 再開の予定日     年  月  日 



様式第９号（第１０条関係） 

 

  年  月  日 

 

 

大分市地域の居場所づくり推進事業補助金実績報告書 

 

  

大分市長        殿 

 

 所在地 

名 称           

                         代表者氏名      ㊞ 

電話番号          

 

 

 

 

   年  月  日付け  第   号  で交付の決定を受けた大分市地域の居

場所づくり推進事業補助金については、その事業を完了したので、大分市地域の居場

所づくり推進事業補助金交付要綱第１０条第１項の規定により、次のとおり報告しま

す。 

 

 

 １ 事業の成果 

 

 

 ２ 事業完了年月日 

 

 

 ３ 添付書類 

 

 

 



様式第１０号（第１１条関係） 

 

 第     号 

 年  月  日 

 

大分市地域の居場所づくり推進事業補助金額確定通知書 

 

         殿 

 

大分市長          印 

 

 

 

    年  月  日付け  第   号  で交付の決定をした大分市地域の

居場所づくり推進事業補助金について、その額を次のとおり確定したので、大分市地

域の居場所づくり推進事業補助金交付要綱第１１条の規定により通知します。 

 

 

 

 補助金の交付確定額                円 

（内、開設費               円）  

（内、運営費               円） 

 



様式第１１号（第１２条関係） 

    年  月  日 

 

  大分市地域の居場所づくり推進事業補助金交付請求書 

 

 大分市長        殿 

 所在地             

名 称             

                      代表者氏名      ㊞    

電話番号            

 

年  月  日付け  第    号 で額の確定の通知のあった大分市地

域の居場所づくり推進事業補助金について、大分市地域の居場所づくり推進事業補助

金交付要綱第１２条の規定により、次のとおり請求します。 

 

 

１ 補助対象事業の区分  開設事業  ・  運営事業 

 

２ 補助金交付請求額           円 

（内、開設費          円）  

（内、運営費          円） 

 

 

３ 振込先 

金融機関名  

支 店 名  

種  類 普通     当座 

口 座 番 号  

口 座 名 義 
（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

 



様式第１２号（第１３条関係） 

 

  年  月  日 

 

 

大分市地域の居場所づくり推進事業補助金に係る 

消費税等仕入控除税額確定報告書 

 

  

大分市長        殿 

 

 所在地 

名 称           

                         代表者氏名      ㊞ 

電話番号          

 

 

 

 

   年  月  日付け  第   号  で交付の決定を受けた大分市地域の居

場所づくり推進事業補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定したので、大分市地域

の居場所づくり推進事業補助金交付要綱第１３条第２項の規定により、下記のとおり

報告します。 

 

記 

 

 

 

 １ 事業の区分 

 ２ 補助金の額の確定額                     円 

   （    年  月  日付け  第   号による額の確定通知額） 

 ３ 補助金の額の確定時に減額した消費税等仕入控除税額      円 

 ４ 消費税等の申告により確定した消費税等仕入控除税額      円 

 ５ 補助金返還相当額（４－３）                 円 

 ６ その他 

⑴ 大分市地域の居場所づくり推進事業補助金に係る消費税等仕入控除税額集

計表（別紙）を添付すること。 

⑵ その他参考となる書類 

消費税確定申告書の写し及びその添付書類（補助金に係るもの）を添付する

こと。 



 

別紙 

 

 

大分市地域の居場所づくり推進事業補助金に係る 

消費税等仕入控除税額集計表 

 

 

仕入れに係る消費税額及

び地方消費税額（A） 

補助率（B） 仕入れに係る消費税額等

仕入控除税額（A×B） 

備考 

    

 

 

（注）１ 「仕入れに係る消費税額及び地方消費税額」欄は、補助対象経費に含まれる

消費税等相当額のうち、消費税法の規定により、仕入れに係る消費税額と当

該金額に地方税法に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額を記

載すること。 

２ 「仕入れに係る消費税額等仕入控除税額」欄は、補助対象経費に含まれる消

費税等相当額のうち、消費税法の規定により、仕入れに係る消費税額として

控除できる金額と当該金額に地方税法に規定する地方消費税率を乗じて得た

金額との合計額に補助率を乗じて得た金額を記載すること。 

 

 


